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（注） 仮に当該組合員が登録拒否要件（消法 57 の２⑤）に該当し、適格請求書発行事業者の登

録を受けられなかった場合には、それまで適格請求書を交付した任意組合等の事業に係る課

税資産の譲渡等について、改めて適格請求書ではない書類を交付する等の対応を行う必要が

ありますのでご留意ください。 

 

（適格請求書発行事業者とそれ以外の事業者の共有資産の譲渡等） 

【答】  

適格請求書発行事業者が適格請求書発行事業者以外の者と資産を共有している場合、その資

産の譲渡や貸付けについては、所有者ごとに取引を合理的に区分し、相手方の求めがある場合

には、適格請求書発行事業者の所有割合に応じた部分について、適格請求書を交付しなければ

なりません（基通１－８－７）。 

したがって、貴社は、建物の売却代金のうち、貴社の所有割合（例えば持分など）に対応す

る部分を基礎として、適格請求書を交付することとなります。 

  

（ごみ袋等に係る適格請求書の交付方法） 

【答】  

小売店等が商品として扱う各自治体の指定ごみ袋や粗大ごみの処理券等（以下「ごみ袋等」

といいます。）の販売については、各自治体が定める条例等の内容に応じて、各自治体から仕入

れたごみ袋等自体の譲渡として課税取引となる場合のほか、物品切手の譲渡として非課税取引

となる場合、受託販売（一時的な代金の預かり）として課税対象外（不課税取引）となる場合

など様々ですので、こうした態様や課税関係に応じて、適格請求書等を交付する等の対応を検

討いただく必要があります。 

この点、ごみ袋等の販売により収受する金銭は、各自治体におけるごみ処理という役務の提

供（課税資産の譲渡等）の対価（ごみ処理手数料）を各自治体に代わって収受するという側面

を有するものであるため、その販売が非課税取引や不課税取引（以下「非課税取引等」といい

ます。）となるものであっても、媒介者交付特例を活用し、顧客に対して、小売店等の名称や登

録番号を記載した適格請求書等の交付を行うこととしても差し支えありません（消令70の12①）。 

なお、媒介者交付特例に係る適格請求書等の写しの交付については、小売店等から各自治体

に対して交付している納入通知書等に代えることも認められます。 

また、ごみ袋等については、一般的に条例等に基づいてその税込販売価額が定められている

ものと考えられるため、小売店等においては、税込価額で記載するごみ袋等と、税抜価額で記

載するその他の商品を併せて一の適格簡易請求書に記載する場合に、「税込販売価額」を税抜化

問 52 当社は、適格請求書発行事業者です。適格請求書発行事業者でない事業者と共有している

建物を売却することになりましたが、適格請求書はどのように交付すればよいですか。【令和

５年 10 月改訂】 

問 53 当社は、小売業（スーパーマーケット）を営む事業者です。当社が商品として扱う自治体

の指定ごみ袋や粗大ごみの処理券等については、条例等の内容に応じて、課税や非課税、不

課税など課税関係が異なります。こうした課税関係の中、顧客に対してどのように適格請求

書を交付すればよいですか。【令和５年 10 月追加】 
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せず、「税込販売価額」を合計した金額及び「税率の異なるごとの税抜価額」を合計した金額を

表示し、それぞれを基礎として消費税額等を算出し、算出したそれぞれの金額について端数処

理をして記載することとしても差し支えありません（消令70の10、基通１－８－15）。 

（注） ごみ袋等の販売が非課税取引等となる場合に、媒介者交付特例を活用し適格請求書等

の交付を行ったとしても、小売店等において課税資産の譲渡等として取り扱う必要はあ

りません。また、小売店等において、媒介者交付特例を活用せず、ごみ袋等の本来的な

課税関係に基づき、非課税取引等として領収書等の交付を行うことを妨げるものではあ

りません。 

（参考） 媒介者交付特例については問48《媒介者交付特例》を、税抜価額と税込価額が混在

する場合の消費税額等の端数処理の方法については、問59《税抜価額と税込価額が混在

する場合》をご覧ください。 

小売店等からごみ袋等を購入した事業者が、その購入したごみ袋等のうち、自ら引換給付（ご

み処理という役務の提供）を受けるものにつき、継続してそのごみ袋等の対価を支払った日の

属する課税期間の課税仕入れとする場合には、各自治体の条例等の内容にかかわらず、小売店

等から交付を受けた媒介者交付特例に係る適格請求書等及び一定の事項を記載した帳簿の保存

により、仕入税額控除の適用を受けることが可能です。 

  


